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損 益 の 状 況 

財 務 健 全 化 の 状 況 3. 

営 業 の 状 況 2. 

1. 

平成27年度 第２四半期（中間）決算概要 

4. 平成27年度通期の業績と配当の予想 



 １．損益の状況 

 
・平成27年度中間期における当地方の経済は、主力の自動車産業を中心に、輸出や生産活 
 動が堅調に推移しました。また、雇用・所得環境が改善するなか、個人消費の一部で持 
 ち直しの動きがみられるなど、全体として景気は緩やかに回復しました。 
 
・こうした状況のもと、平成27年度中間期の損益は、資金利益が減少したものの、コンサ 
 ルティング営業の強化による役務取引利益等の増加や経費の削減により、コア業務純益 
 は、前年同期比15億円増益の209億円となりました。さらに債券関係損益等の増加を主因 
 に、経常利益は前年同期比73億円増益の265億円、中間純利益は前年同期比52億円増益の 
 179億円となり、中間期としては７年連続の増益となりました。 
 
・連結ベースでも、親会社株主に帰属する中間純利益は、前年同期比57億円増益の185億円 
 となり、中間期としては３年連続の増益となっております。 
 
・このように、平成27年度中間期は単体・連結ともに増収増益となり、２年連続で過去最 
 高益を更新することができました。 

（億円）

( 増減率 )

681 ( 12.5% )

374

100

474 ( 1.3% )

265

209 ( 7.7% )

34

243 ( 32.5% )

6

△ 15

265 ( 37.8% )

179 ( 40.6% )

185 ( 44.2% )

前年同期比

△

60

経 常 収 益

実 質 業 務 純 益

平成27年度
中 間 期

コ ア 業 務 純 益

△ 1

7

資 金 利 益

債 券 関 係 損 益

52

76

△ 6

△ 2

6

15

57
親会社株主に帰属する
中 間 純 利 益

中 間 純 利 益

73経 常 利 益

うち

役 務 取 引 利 益 等

経 費

コ ア 業 務 粗 利 益

45

△ 与 信 費 用

△ 9

株 式 関 係 損 益

うち

1 

（注） 1.「コア」とは、債券関係損益、一般貸倒引当金繰入額除きの損益 

    2.「与信費用」とは、不良債権処理額に一般貸倒引当金繰入額を加えた金額 

〔単体〕 

【参考：連結】 

《平成27年度中間期の業績ハイライト》 

（注）会計基準の改正に伴い、従来の「中間純利益」から「親会社株主に帰属する中間純利益」に表示を 

   変更しております。 



（１）コア業務粗利益 

（３）経常利益・中間純利益・ＲＯＥ 

（２）経費・コア業務純益 

378  378  375  374  

89  93  93  100  

24/中間 25/中間 26/中間 27/中間 

（億円） 

コア業務粗利益の推移 

474 
468 471 467 

役務取引利益等 

資金利益 

経費 

コア業務粗利益 
コアＯＨＲ ＝ 

60.0% 
58.4% 58.5% 

55.8% 

24/中間 25/中間 26/中間 27/中間 

（億円） 
経費・コアＯＨＲの推移 

265 
274 275 280 

コアＯＨＲ 

 資金利益は、貸出金利息が減少したことを主因として、前年同期比１億円減少し374億円となりま 
した。 
 役務取引利益等は、コンサルティング営業の強化により保険の販売手数料が増加したことに加え、 
ひろぎんウツミ屋証券㈱との協業により金融商品仲介手数料が増加した結果、前年同期比７億円増加 
し100億円となりました。 
 これらにより、コア業務粗利益は前年同期比６億円増益の474億円となりました。 

24/中間 25/中間 26/中間 27/中間 

（億円） 
コア業務純益の推移 

209 

194 196 
187 

 経費は、前年同期比９億円減少し265億円、コアＯＨＲは、前年同期比2.7ポイント改善し55.8％と 
なりました。 
 これらにより、「本業の収益力」を示すコア業務純益は、前年同期比15億円増益の209億円となり 
ました。 

 債券関係損益の増加に加え、地域のお取引先の事業再生や経営改善支援への積極的な取り組みによ 
り、与信費用が前年同期比６億円減少し△15億円（戻入益）となったこと等から、経常利益は前年同 
期比73億円増益の265億円、中間純利益は前年同期比52億円増益の179億円となりました。 
 また、「経営の効率性」を示すＲＯＥは、前年同期比1.64ポイント向上し8.69％となりました。 

0.19% 

0.06% 

△ 0.04% △ 0.06% 

24/中間 25/中間 26/中間 27/中間 

5.07% 

6.13% 
7.05% 

8.69% 

24/中間 25/中間 26/中間 27/中間 

経常利益・中間純利益・ＲＯＥの推移 

（億円） 

与信費用・与信費用比率の推移 

（億円） 

44 

14 

△9 △15 

与信費用÷183×365 

貸出金残高 
与信費用比率 ＝ 

中間純利益÷183×365 

〔期首純資産(新株予約権除く)＋中間期末純資産(新株予約権除く) 〕÷2 
ＲＯＥ ＝ 

122 
163 

192 

265 

75 
104 

127 

179 

与信費用比率 

経常利益 

中間純利益 

ＲＯＥ 

2 

～ ～ 



25,587  

26,650  

28,013  
29,001  

22,701  
23,721  

24,971  
25,771  

24/9末 25/9末 26/9末 27/9末 
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（１）貸出金   

 ２．営業の状況 

（先） 

事業性貸出先数の推移 事業性貸出先数 

＋988先 

年率＋3.5% 

 貸出金残高は、事業性貸出等と個人ローンがともに増加し、平成26年９月末比2,074億円（年率＋ 
4.2％）増加の５兆1,500億円となりました。 
 事業性貸出等は、平成26年９月末比1,444億円（年率＋3.9％）増加し３兆8,392億円となりました。 
 そのうち中小企業向け貸出金残高は、お取引先企業の事業性評価とそれに基づく貸出を推進した結 
果、平成26年９月末比778億円（年率＋3.8％）増加し２兆1,262億円となりました。 
 個人ローンは、『ローンの窓口』等による推進に努めた結果、平成26年９月末比630億円（年率 
＋5.0％）増加し１兆3,108億円となりました。 

うちリテール層 

＋800先 

年率＋3.2% 

 事業性貸出先数は、エリア推進体制によるきめ細かい営業を展開した結果、平成26年９月末比988 
先増加しました。そのうちリテール層の事業性貸出先数は、平成26年９月末比800先増加しました。 

（注）リテール層：売上高10億円未満の先 

11,478  12,000  12,478  13,108  

33,983 35,155 36,948 38,392 

24/9末 25/9末 26/9末 27/9末 

（億円） 

貸出金残高の推移 

51,500 
49,426 

47,155 45,461 

24/9末 25/9末 26/9末 27/9末 

中小企業向け貸出金残高の推移 

（億円） 

21,262 
20,484 

19,363 18,864 

中小企業向け 

貸出金残高 

＋778億円 

年率＋3.8% 

貸出金残高 

＋2,074億円 

年率＋4.2% 

○貸出金残高   

事業性貸出等 

＋1,444億円 

年率＋3.9% 

個人ローン 

＋630億円 

年率＋5.0% 

○事業性貸出先数   

新商品・キャンペーン等 

◇ 〈ひろぎん〉のローン無利息キャンペーン（平成27年５月～６月） 
◇ 〈ひろぎん〉夏季特別融資制度（平成27年５月～９月） 



（２）預金等   

2,391  3,268  3,112  3,339  

40,000  41,321  42,623  44,225  

16,561  
17,569  19,109  

20,371  

24/9末 25/9末 26/9末 27/9末 

40,000  
41,321  

42,623  
44,225  

3,938  

4,049  

4,162  

4,070  
2,903  

2,927  

2,907  

3,029  

1,803  

1,613  
1,433  

1,041  

862 
723 

684 
599 

24/9末 25/9末 26/9末 27/9末 
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（３）個人預り資産 

個人預り資産残高の推移 

（億円） 

49,506 
50,633 

52,964 

51,809 

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。 

新商品・キャンペーン等 

法人預金 

＋1,262億円 

年率＋6.6% 

個人預金 

＋1,602億円 

年率＋3.8% 

公金・金融預金 

＋227億円 

年率＋7.3% 

 預金等残高は、地域に密着した営業活動に努めた結果、平成26年９月末比3,091億円（年率＋4.8％） 
増加し６兆7,935億円となりました。 
 そのうち個人預金残高は、平成26年９月末比1,602億円（年率＋3.8％）増加し４兆4,225億円とな 
りました。 

 個人預り資産残高は、お客さまのライフサイクルに応じたコンサルティング営業に努めた結果、平 
成26年９月末比1,155億円（年率＋2.2％）増加し５兆2,964億円となりました。 

（億円） 

預金等残高の推移 

67,935 

64,844 
62,158 

58,952 

預金等残高 

＋3,091億円 

年率＋4.8% 

個人預り資産残高 

＋1,155億円 

年率＋2.2% 

◇ 〈ひろぎん〉夏の定期預金お預入れ ハッピーな夏キャンペーン（平成27年６月～８月） 
◇ 【投資信託】職場積立NISAの取扱開始（平成27年６月～） 
◇ 〈ひろぎん〉投資信託 チャンスな夏キャンペーン（平成27年６月～９月） 
◇ 〈ひろぎん〉保険相談でＷプレゼントキャンペーン（平成27年８月～９月） 

外債・仕組債等 

公共債(国債等) 

投資信託 

保険 

個人預金 

～ ～ 
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 当行は、「中期計画2015～地域と共に未来を『創る』～」において、「地方創生への積極的な 
コミット」を三本柱の一つとして掲げ、地方創生に取り組んでおります。 
 地域金融機関のノウハウ・リソースを最大限に活用し、「しごと」・「ひと」・「まち」の創生 
に貢献することで、地域の活性化に向けた中心的な役割を担っていきます。 

（４）地方創生への取り組み 
つく 

ひと･まちの創生 

しごとの創生 

◇ 事業性評価に基づく貸出やコンサルティング機能の発揮                      

◇ 「中小企業地方創生支援ローン」の創設 

◇ 「健康経営評価融資制度」の創設 

◇ 「ひろしま農林漁業成長支援ファンド」の活用 

◇ 「ひろしまベンチャー助成金」の活用       

◇ 「瀬戸内ブランド推進体制に関する協定」の締結 

  ・「瀬戸内ブランド推進連合(※)」と当行・日本政策投資銀行を含 

   む８行が協力し、観光関連事業者の支援を行い、観光産業の発 

   展を通じた地域活性化を推進 
    ※ 瀬戸内ブランドの確立を目的に瀬戸内地域の７県で設立された広域連合 

消
費
喚
起 

 
 

◇ 「地方創生応援キャンペーン」の展開  

◇ 電子マネー方式プレミアム付き商品券 

   「ＨＩＲＯＣＡ」の取り扱い 

◇ プレミアム付き商品券の換金業務       

空
き
家
対
策 

住
宅
団
地
再
生 

 
行
政
と
の
連
携 

 
 

◇ 包括連携協定の締結 

  （呉市、府中市） 

◇ 地域活性化連携協定の締結 

  （広島市）       

◇ ファミリーローン「空き家対策支援プラン」の創設 

◇ スーパー住宅ローン「三世代同居・近居支援プラン」の創設       

高
齢
者
見
守
り 

子
育
て
支
援 

 
 

◇ 認可事業所内保育施設の設置準備 

◇ 高齢者見守り活動に関する提携 

  （福山市、尾道市、熊野町、坂町、世羅町） 

5 

広島市との地域活性化連携協定の締結 

電子マネー方式プレミアム付き商品券 
「ＨＩＲＯＣＡ（ヒロカ）」 

ファミリーローン 
「空き家対策支援プラン」 

「地方創生応援キャンペーン」 



（７）ＣＳＲ（企業の社会的責任）への取り組み 

◇ 女性が持てる能力を最大限に発揮し、いきいきと働ける｢明るく働きがいのある企業づくり｣を推進 
◇ 女性を管理職・監督職へ積極的に登用し、平成27年10月１日時点で104名に増加 
  平成30年３月末までに女性管理職・監督職計150名を目指す 
  

（５）新サービス・セミナー等 

◇ 広島東洋カープ・サンフレッチェ広島「広島銀行 スポンサード・ゲーム」の開催 
                                                      （平成27年４月・７月） 
◇ 2015ひろしまフラワーフェスティバル「花の総合パレード 折りづるみこし連」および 
  福山ばら祭り2015「ローズパレード」への参加（平成27年５月） 
◇ 〈ひろぎん〉キッズ・マネースクールの開催（平成27年８月） 

○ 新サービス  
 ◇ ＡＴＭ全台（27/9末時点 790台）を最新機種へ更改し「使いやすさ」「安心・安全」を実現 
                                （平成27年３月～９月） 
    ・操作画面の視認性や操作性を高め、使いやすさを追求 
    ・カード/通帳の取り忘れ防止機能や後方確認ミラーなど安心・安全の追及 
    ・お客さまのニーズを予測し、お取引の中で一人ひとりに応じた「Ｏｎｅ ｔｏ Ｏｎｅ」での 
       お得な情報を発信（平成27年12月予定） 
 ◇ 磁気ストライプを強化した磁力の影響を受けにくい新通帳『Hi‐Co通帳』の導入（平成27年10月） 
 ◇ 広島銀行・アフラック提携による保険コールセンターの創設およびテレマーケティングによる保 
   険販売の実施（平成27年４月～） 

 ◇ 『〈ひろぎん〉ダイレクトバンキングサービス』の全面リニューアル（平成27年７月） 
 
○ セミナー 
 ◇ 『マイナンバー制度セミナー』（平成27年４月～８月） 
 ◇ 『中国主要都市ビジネスセミナー』（平成27年７月） 
 
○ 店舗等 
 ◇ 『平和大通り支店』の新設（平成28年１月予定） 
 ◇ 『大手町支店』の移転（平成28年５月予定） 

広島東洋カープ 
「広島銀行 スポンサード・ゲーム」 

〈ひろぎん〉キッズ・マネースクール 

平和大通り支店（イメージ） 
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（６）女性の活躍に向けた取り組み 

68 65 
81 84 

14 17 

20 20 

5.8% 5.9% 

7.3% 7.6% 

24/10/1 25/10/1 26/10/1 27/10/1 30/3末 

女性管理職・監督職の推移 

82 

101 

82 

104 

管理・監督職に  
占める女性の割合 

（人） 

女性管理職 

女性監督職 

150 



③÷（①－②）

20.7%

破産更生債権等

危 険 債 権

100.0%

83.5%

47.1%

（②＋③）÷①

60.1%

100.0%

533合 計

要 管 理 債 権 194

655

88

192

引当率
開示債権額に

対するカバー率

②

担保等による
保全部分

77.5%937

65

383

85

③

開示債権額

①

対象債権に
対する引当金

（億円）

47.7%

27

163

2

171 120 89 88 

653 
459 

700 655 

299 

349 
188 194 

2.37% 

1.90% 1.88% 
1.79% 

25/3末 26/3末 27/3末 27/9末 

（１）金融再生法開示債権額 
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金融再生法開示債権額と不良債権比率の推移 

（億円） 

【参考】保全の内訳 

977 928 

1,122 
937 

 金融再生法開示債権額は、地域のお取引先の事業再生や経営改善支援へ積極的に取り組んだこと
により、平成27年３月末比40億円減少し937億円となりました。また、不良債権比率も平成27年３月
末比0.09ポイント改善し1.79%とさらに良好な水準となりました。 

破産更生債権等 

△1億円 

危険債権 

△45億円 

要管理債権 

＋6億円 

（２）自己資本比率 

（注）リスク・アセット算出手法は、基礎的内部格付手法を採用しております。 

 連結自己資本比率は、内部留保の蓄積等により、平成27年３月末比1.01ポイント上昇し12.16％と
引き続き国内基準（規制値４％）を大幅に上回る十分な水準を維持しております。 

不良債権比率 

△0.09ﾎﾟｲﾝﾄ 

（単位：億円、%）

1.01

平成27年３月末比

144
(2) リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 29,764 △ 1,405

(1) 自 己 資 本 の 額 3,621

12.16(3) 連 結 自 己 資 本 比 率 (1) ÷ (2)

平成27年９月末

 ３．財務健全化の状況 

金融再生法開示債権額 

△40億円 

（注）金融再生法開示債権額は、単位未満を四捨五入して 
   表示しています。 

金融再生法開示債権額 

総与信 
不良債権比率 ＝ 



４．平成27年度通期の業績と配当の予想 

（１）業績予想 

（億円）

681 630 1,311 36 66

374 357 731

100 98 198

474 455 929

265 267 532

209 188 397

34 6 40

243 194 437

うち 6 4 10

うち △ △ 15 15 0

265 195 460 63 87

179 132 311 72 62

（億円）

697 645 1,342 54 66

275 203 478 75 92

185 137 322 56 65

平成27年度
予　想

前年比
当初予想比
(5/8公表比)上 期 下 期

経 常 利 益

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

経 常 収 益

役 務 取 引 利 益 等

経 費

コ ア 業 務 粗 利 益

△

株 式 関 係 損 益

資 金 利 益

前年比

債 券 関 係 損 益

上 期 下 期

経 常 収 益

当 期 純 利 益

与 信 費 用

経 常 利 益

実 質 業 務 純 益

当初予想比
(5/8公表比)

平成27年度
予　想

コ ア 業 務 純 益

8 

【単体業績予想】 

【連結業績予想】 

 平成27年度通期の業績は、債券関係損益の増加や与信費用の改善等により、当期純利益は前年比
72億円増益の311億円、親会社株主に帰属する当期純利益は前年比56億円増益の322億円と、単体・
連結ともに７年連続の増益並びに３年連続の過去最高益更新を見込んでおります。 

 平成27年度通期の業績予想を「配当目安テーブル」に照らし、平成27年度通期の配当予想は、 
当初予想比2.0円増加の年間11.0円に上方修正いたします。 
 したがって中間配当は、当初予想比1.0円増加の5.5円といたします。 

（２）配当予想 

《配当目安テーブル》

①安定配当
②業績

連動配当
①＋②

330億円超～240億円以下 ６円 ６円 12円 22.7％未満～20.8％以上

300億円超～330億円以下 ６円 ５円 11円 22.9％未満～20.8％以上

270億円超～300億円以下 ６円 ４円 10円 23.2％未満～20.8％以上

240億円超～270億円以下 ６円 ３円 ９円 23.4％未満～20.8％以上

210億円超～240億円以下 ６円 ２円 ８円 23.8％未満～20.8％以上

180億円超～210億円以下 ６円 １円 ７円 24.3％未満～20.8％以上

   　　　～180億円以下 ６円 ０円 ６円 　　　　　～20.8％以上

親会社株主に帰属する

当期純利益
連結配当性向

1株当たり配当金額

（注） 1.「コア」とは、債券関係損益、一般貸倒引当金繰入額除きの損益 

    2.「与信費用」とは、不良債権処理額に一般貸倒引当金繰入額を加えた金額 
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Ⅰ 平成27年度 第２四半期（中間）決算の概況 

1. 損益状況【単体】 
（百万円） 

（注）１.「コア」とは、債券関係損益、一般貸倒引当金繰入額除きの損益 

1 

  ２.「実質業務純益」とは、一般貸倒引当金繰入額除きの業務純益 

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

法 人 税 等 合 計 8,511

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

う ち 固 定 資 産 関 係 損 益
固 定 資 産 処 分 益
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

5

2,026 6,485

(41,752)
33,493
8,064

(△329)
△ 923

606
資 金 利 益

871
7,267

27年度中間期

(46,839)
40,926

5,051
(603)
1,703

(1.3%)

5,159

84

7,185

△ 82
△ 82

697

(△606)

4

△ 2
78

△ 165
1,548
1,573

4,881

221
437

-
-

2,520

△ 961

△ 44
18

1,328

52

-
5,954

1,313

△ 606

(2,417)
△ 902
△ 232

△ 55

432

2,073
(2,030)

3,349
(932)

857

貸 出 金 償 却

国 際 業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 ）

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益
特 定 取 引 利 益
そ の 他 業 務 利 益

税 金

（ う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益 ）
経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 ）

国 内 業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 ）

役 務 取 引 等 利 益

（ う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益 ）

10,604
人 件 費
物 件 費

特 定 取 引 利 益
そ の 他 業 務 利 益

26,495
14,218

(6,019)
4,869

29
1,359

(1,205)
8,168

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

実 質 業 務 純 益

業 務 純 益

175
173

2,950
(2,149)

24,302
(20,946)

1,672

株 式 等 関 係 損 益
株 式 等 売 却 益
株 式 等 売 却 損

う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益

臨 時 損 益

国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 売 却 損
国 債 等 債 券 償 却

株 式 等 償 却

そ の 他 臨 時 損 益
経 常 利 益
特 別 損 益

（ 与 信 費 用 23+35 ）

不 良 債 権 処 理 額

貸 出 債 権 売 却 損 等

（ 有 価 証 券 関 係 損 益 25+30 ）

貸 倒 引 当 金 戻 入 益
償 却 債 権 取 立 益 等

-

中 間 純 利 益

（ コ ア 業 務 純 益 ）
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

50,797
(47,442)

42,629
(41,423)

32,570
8,670

633
2,498
1,724

140

-
24,302
3,355

2,192

8,749
5,394

17,868

26,380
6,889
1,621

△ 114

-

50
26,494

-
85

△ 1,508

0
110

(△1,508)

△ 114

235
1,358

-

4,448
18,348

△ 1,093
(32.5%)

155

18,3485,954
(1,504) (19,442)

(△ 3.3%)

1,381291

151

33

-

△ 714
(△825)

4,819

430

(5,087)
4,012

219

19,227

14
921

(△268)
27,397
14,450
11,565

(△902)

798
950

△ 32

924

12,709

2
32
1

19,195
5,561

26年度中間期
（増減率）

(11.0%) 45,746

△ 32

△ 902
-
-

△ 821

26年度中間期比

(32.5%)
(7.7%)

(40.6%)

(37.8%)

(3,988) (4,283) (△295)

3,868
4,962

-
879

-

140



【連結】 

2 

（参考：連結コア業務純益） 

（百万円） 

21,832 2,516 19,316連 結 コ ア 業 務 純 益

27 年 度 中 間 期 26 年 度 中 間 期
26年度中間期比

（百万円） 

27 年 度 中 間 期 26 年 度 中 間 期
26年度中間期比

3 △ 2 5持 分 法 適 用 会 社 数

連 結 子 会 社 数 6 2 4

（社） （参考：連結対象会社数） 

（注） 「連結コア業務純益」は、連結粗利益－経費（除く臨時処理分）－債券関係損益で算出しています。 

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

△ 82△ 114

351

中 間 純 利 益 18,511 5,670

(△ 4.0%)

-

償 却 債 権 取 立 益 等 235

6,769

13 37,255

2,201

△ 82

5,670 12,841

1,653 5,590

663 927

(44.2%)

12,841

19,359

△ 57 △ 434

8,067 19,392(41.6%)

7,986

△ 32

-

△ 165 798

46

15220

96

915

- -

356

(14.8%)

26年度中間期比

45,794

8,582

△ 480

4,592 △ 283

連 結 粗 利 益

資 金 利 益

26年度中間期
（増減率）

52,563

27年度中間期

- -

-

△ 38

△ 1,123

10,783

4,309

△ 884

28,002

240

142

-

37,268

202

-

△ 1,364

26,879

633

27,459

△ 491

法 人 税 等 調 整 額

269

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,271

27,345

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

親 会 社 株 主 に帰 属す る中 間純 利益 18,511

持 分 法 に よ る 投 資 損 益

そ の 他

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

経 常 利 益

特 別 損 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

役 務 取 引 等 利 益

貸 出 金 償 却

営 業 経 費

そ の 他 業 務 利 益

与 信 費 用

特 定 取 引 利 益

法 人 税 等 合 計 8,834 2,316 6,518

貸 出 債 権 売 却 損 等

7,243

株 式 等 関 係 損 益

1,590

（注） １．「連結粗利益」は、（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋（特定 

 取引収益－特定取引費用）＋（その他業務収益－その他業務費用）で算出しています。  

２．会計基準の改正に伴い、従来の「少数株主損益調整前中間純利益」から「中間純利益」に、「中間純利 

 益」から「親会社株主に帰属する中間純利益」にそれぞれ表示を変更しております。 
 



2. 業務純益【単体】 

3. 利鞘（国内業務部門）【単体】 

4. 有価証券関係損益【単体】 

コ ア 業 務 純 益 20,946 1,504

18,348

7,486

24,302

職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ） 6,453 378

5,7337,486 1,753職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ）

1,753 5,733

26年度中間期
26年度中間期比

5,954 18,348

19,442

6,075

5,954業 務 純 益

(2)

(3)

職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ）

27年度中間期

24,302実 質 業 務 純 益

(1)

（百万円） 

預 金 等 利 回

0.43

(4) 総 資 金 利 鞘 (A)-(B) 0.23 0.03 0.20

(3) 預 貸 金 利 鞘

0.050.05 -

-0.43

△ 0.08 1.32

△ 0.09 0.91

0.74△ 0.03

26年度中間期
26年度中間期比

△ 0.06 1.11

27年度中間期

1.24

0.82

1.05

0.71

資 金 運 用 利 回 (A)

資 金 調 達 原 価 (B)

(1)

(2)

貸 出 金 利 回

有 価 証 券 利 回

（%） 

4,881 3,868

- -

432 4,962

26年度中間期
26年度中間期比

4,448 △ 1,093

27年度中間期

8,749

-

3,355

5,394

国 債 等 債 券 関 係 損 益

売 却 益

売 却 損

償 却

（百万円） 

27年度中間期

2,498

140

633

1,724

株 式 等 関 係 損 益

売 却 益

売 却 損

償 却 140 -

1,573 151

26年度中間期
26年度中間期比

△ 165 798

1,548 950

（百万円） 

3 

（注）預金等利回は、譲渡性預金を含んでいます。 

ＲＯＥ【単体】 

10.17

8.69 1.64 7.05

11.82 1.65

27年度中間期

11.82

26年度中間期
26年度中間期比

1.65 10.17

10.18 △ 0.60 10.78

業 務 純 益 ベ ー ス

中 間 純 利 益 ベ ー ス

（1）

（2）

（3）

（4）

コ ア 業 務 純 益 ベ ー ス

実 質 業 務 純 益 ベ ー ス

(注） ROE算出式   =
〔期首純資産の部合計(新株予約権除き) + 中間期末純資産の部合計(新株予約権除き)〕/2

(1)コア業務純益（又は(2)実質業務純益 又は(3)業務純益 又は(4)中間純利益）
÷183×365

5. 
（%） 



6. 自己資本比率（国内基準） 

（億円、%） 

【連結】 

4 

（億円、%） 

【単体】 

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額

(2)

(4) リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 29,562

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額

(3) 自 己 資 本 の 額 (1) － (2) 3,539

27 年 3 月 末
27年 3月末比

11.97

181

27 年 9 月 末

3,721

(5) 自 己 資 本 比 率 (3) ÷ (4)

(1) 3,574

171

3,403

30,920

11.00

147

10

136

△ 1,358

0.97

3,687

209

3,477

31,169

11.15

153

10

144

△ 1,405

1.01

27 年 3 月 末
27年 3月末比

12.16

219

27 年 9 月 末

3,840

(5) 自 己 資 本 比 率 (3) ÷ (4)

(1) コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額

(2)

(4) リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 29,764

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額

(3) 自 己 資 本 の 額 (1) － (2) 3,621

7. 税効果会計関係【単体】 

27年９月末 27年３月末  

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

  繰延税金資産 

   貸倒引当金                  13,714百万円 

   有価証券評価損                1,020百万円 

   減価償却             993百万円 

   その他                       4,735百万円 

  繰延税金資産小計              20,464百万円 

  評価性引当額                  △2,664百万円 

  繰延税金資産合計        17,799百万円 

  繰延税金負債 

   退職給付引当金              △3,709百万円 

   退職給付信託設定益・解除益   △713百万円 

   その他有価証券評価差額金  △23,270百万円 

  繰延税金負債合計       △27,693百万円 

   繰延税金資産(△負債)の純額 △9,894百万円 

 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

  繰延税金資産 

   貸倒引当金                  14,021百万円 

   有価証券評価損                1,057百万円 

   減価償却             983百万円 

   その他                       4,832百万円 

  繰延税金資産小計              20,894百万円 

  評価性引当額                  △2,686百万円 

  繰延税金資産合計        18,207百万円 

  繰延税金負債 

   退職給付引当金              △2,871百万円 

   退職給付信託設定益・解除益   △713百万円 

   その他有価証券評価差額金  △29,308百万円 

  繰延税金負債合計       △32,893百万円 

   繰延税金資産(△負債)の純額 △14,686百万円 

 

 自己資本比率は、「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資
本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」（平成18年金融庁告示第19号）に定め
られた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。                       

 信用リスク・アセットの算出においては基礎的内部格付手法を、オペレーショナル・リスク相当額
の算出においては粗利益配分手法を採用しております。 

 自己資本の構成については、当行ホームページ（http://www.hirogin.co.jp/）をご覧下さい。 



8. 有価証券関係【連結】 

（百万円） 

5 

 その他有価証券 

 ・満期保有目的の債券は、該当ありません。 

（百万円） 

 非上場株式等については、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めて

おりません。 

（注） 

174,424 △ 3,773

合計 2,126,568 2,031,086 95,482

52,587

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 12,433 13,012 △ 579

債券 124,381

　小計 170,650

99,255

34,479

2,945

2,568

6,675

12,189

49,388

1,298,124

1,024,497

134,725

509,149

1,856,662

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式

債券

　国債

　地方債

　社債

その他

　小計

取得原価 差額

1,955,917

543,628

141,846

137,293

1,031,173

138,900

1,310,313

101,975

124,803 △ 421

　国債 103,474 103,790 △ 315

7,747 △ 38

　社債 13,197 13,265 △ 67

種類

27年3月末

連結貸借
対照表計上額

その他 33,835 36,607 △ 2,772

　地方債 7,708

種類

27年9月末

中間連結貸借
対照表計上額

その他 103,042 106,184 △ 3,141

　地方債 14,313 14,344 △ 30

　社債 12,803 12,860 △ 57

106,473 △ 295

　国債 79,061 79,267 △ 206

取得原価 差額

1,536,696

316,889

138,927

124,581

850,952

136,078

1,114,461

105,344

中間連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式

債券

　国債

　地方債

　社債

その他

　小計

55,293

1,104,102

845,698

122,326

297,548

1,456,945 79,751

19,341

2,849

2,254

5,254

10,358

50,051

中間連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 4,138 5,471 △ 1,333

債券 106,178

　小計 213,358 218,128 △ 4,770

合計 1,750,055 1,675,074 74,981

 非上場株式等については、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めて

おりません。 

（注） 
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(1) 

（億円）

35,456 257 35,199

2,865 44 2,821

1,741 25 1,716

4,176 13 4,163

7,262 140 7,122

51,500 479 51,021合 計

岡 山 県

山 口 県

愛 媛 県

そ の 他 の 地 域

27年3月末
27年3月末比

27年9月末

広 島 県

（末　残）

(2) 個人ローン【単体】 
（億円）

13,108 300 12,808

8,962 117 8,845

4,146 183 3,963

 27年3月末
27年3月末比

個 人 ロ ー ン 残 高

住 宅 ロ ー ン 残 高

そ の 他 ロ ー ン 残 高

 27年9月末

Ⅱ 貸出金等の状況 

1. 貸出金の状況 

貸出金残高の地域別内訳【単体】 

(3) 地元向け個人ローンの地域別内訳【単体】 
（億円）

10,906 199 10,707

1,155 42 1,113

688 34 654

270 13 257

岡 山 県

山 口 県

愛 媛 県

27年3月末
27年3月末比

27年9月末

広 島 県

（億円）

35,444 1,395 34,049

2,873 183 2,690

1,706 111 1,595

4,190 285 3,905

7,272 401 6,871

51,485 2,375 49,110

26年度中間期
26年度中間期比

27年度中間期

広 島 県

（平　残）

合 計

岡 山 県

山 口 県

愛 媛 県

そ の 他 の 地 域
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(4) 中小企業等貸出【単体】 
（億円）

34,470 225 34,245

66.9% △ 0.2% 67.1%

27年3月末
27年3月末比

中 小 企 業 等 貸 出 比 率

27年9月末

中 小 企 業 等 貸 出 残 高

（注）1. 中小企業等貸出残高は個人ローン残高等を含んでいます。 

  2. 中小企業等貸出比率の分母となる貸出金は、特別国際金融取引勘定分を除いています。 

(5) 地元向け中小企業等貸出の地域別内訳【単体】 
（億円）

24,630 93 24,537

2,393 17 2,376

1,559 17 1,542

3,776 21 3,755

岡 山 県

山 口 県

愛 媛 県

27年3月末
27年3月末比

27年9月末

広 島 県

(6) 地元向け保証協会保証付貸出残高の地域別内訳【単体】 
（億円）

2,070 △ 147 2,217

159 △ 8 167

103 △ 1 104

72 △ 8 80

岡 山 県

山 口 県

愛 媛 県

27年3月末
27年3月末比

27年9月末

広 島 県

（注）中小企業等貸出残高は個人ローン残高等を含んでいます。 



2. リスク管理債権の状況 

・部分直接償却後で記載しています。 

・自己査定の結果、破綻懸念先以下に区分した債務者に対する未収利息は、全額を不計上と    
しています。 

3. 貸倒引当金等の状況 

8 

【連結】 （百万円）

27年3月末比

破綻先債権 1,671 241 1,430

延滞債権 70,852 △ 4,821 75,673

3ヵ月以上延滞債権 2,809 660 2,149

貸出条件緩和債権 16,584 △ 107 16,691

合計 91,918 △ 4,026 95,944

リ
ス
ク
管
理
債
権

27年9月末 27年3月末

【単体】 （百万円）

27年3月末比

破綻先債権 1,611 248 1,363

延滞債権 70,852 △ 4,821 75,673

3ヵ月以上延滞債権 2,809 660 2,149

貸出条件緩和債権   16,584 △ 107 16,691

合計 91,858 △ 4,020 95,878

リ
ス
ク
管
理
債
権

27年9月末 27年3月末

【単体】 （百万円）

27年3月末比

貸倒引当金 31,217 △ 2,161 33,378

一般貸倒引当金 14,597 △ 822 15,419

個別貸倒引当金 16,619 △ 1,340 17,959

特定海外債権引当勘定 - - -

27年3月末27年9月末

【連結】 （百万円）

27年3月末比

貸倒引当金 33,732 △ 2,075 35,807

一般貸倒引当金 15,571 △ 822 16,393

個別貸倒引当金 18,161 △ 1,253 19,414

特定海外債権引当勘定 - - -

27年9月末 27年3月末



4. リスク管理債権に対する貸倒引当金の引当率 

5. 金融再生法開示債権 

6. 金融再生法開示債権の保全状況 

9 

（百万円）

27年3月末比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 8,761 △ 127 8,888

危険債権 65,502 △ 4,492 69,994

要管理債権 19,394 554 18,840

合計    (A) 93,658 △ 4,064 97,722

【単体】

27年9月末 27年3月末

（百万円）

27年3月末比

カバー額  (B) 72,560 △ 2,501 75,061

19,242 △ 1,468 20,710

担保保証等による保全部分 53,318 △ 1,032 54,350

特定債務者引当金 - - -

開示債権額に対するカバー率  (B) / (A) 77.5% 0.7% 76.8%

 （参考：部分直接償却前のカバー率） 80.6% 0.7% 79.9%

40,340 △ 3,031 43,371

引当率 (C) / (D) 47.7% △0.1% 47.8%

1.79% △0.09% 1.88%不良債権比率（総与信に占める割合）

【単体】

27年9月末 27年3月末

担保保証等による保全のない部分  (D)

貸倒引当金 (C)

（%）

27年3月末比

部分直接償却前 43.0 △ 0.4 43.4

部分直接償却後 33.9 △ 0.8 34.7

（%）

27年3月末比

部分直接償却前 43.0 △ 0.4 43.4

部分直接償却後 33.9 △ 0.9 34.8

【単体】

27年9月末 27年3月末

【連結】

27年9月末 27年3月末



＜自己査定・金融再生法開示債権・リスク管理債権との関係＞ 

【参考】 

＜償却・引当についての考え方＞ 

10 

合 計 5,237,520 4,965,641 261,047 10,831 ― 合 計 5,237,520

（注）「自己査定の債務者区分および分類額」における（　　）内は分類額に対する個別貸倒引当金の引当額です。

7,134

2,809

正 常 先 4,857,180 4,857,180 ― ―

230,061

3ヵ月以上
延 滞 債 権

16,584

破綻先債権
( 貸 出 金 )

(貸出金以外)

1,611

15

70,852

1,784

貸 出 条 件
緩 和 債 権

（単位：百万円）

(貸出金以外)

延 滞 債 権
(貸 出 金 )

　(－)

―

　(－)

自 己 査 定 の 債 務 者 区 分 お よ び 分 類 額

破産更生債権
およびこれら
に準ずる債権

危 険 債 権

861

要 注 意 先 306,076

破綻懸念先 65,502

要 管 理 先 27,330 2,434

31,294 23,376

債務者区分 非分類

破 綻 先 1,627

実質破綻先

290 1,336

Ⅲ分類 Ⅳ分類Ⅱ分類

24,896 ―

(204)

(29)

6,272

―

10,831

要管理 債権

－ ―

(16,333) (－)

―

―

76,015

正 常 債 権

――

―

60.1%

20.7%

8,761

65,502

19,394

100%

83.5%

47.1%

100%

93,658合 計

5,143,862

 91,858百万円

ﾘ ｽ ｸ 管 理 債 権

カバー率 引当率

金 融 再 生 法 開 示 債 権

 93,658百万円

・信用リスクの程度に応じて区分し、原則として1年間の予想損失額を引当

正 常 先

要管理
債権

自己査定区分

破 綻 先
実 質 破 綻 先

破 綻 懸 念 先

今後1年間の予想損失額を引当

再生法開示 償却・引当についての考え方（平成27年9月期）

・原則として、過去の貸倒実績率に基づき今後3年間の予想損失額を算定し引当
・但し、大口債務者のうち、将来キャッシュ･フローを合理的に見積もることが
できる債権については、ＤＣＦ法により引当

要 管 理 先

要 注 意 先

担保等で保全されていない債権額の100%を償却・引当

・引当の対象債権額（担保等で保全されていない部分）に対し、今後3年間の予
想損失額を算定し引当
・但し、大口債務者のうち、将来キャッシュ･フローを合理的に見積もることが
できる債権については、ＤＣＦ法により引当

・但し、市場評価が悪化するなど、リスクが相対的に大きいと認識した先については上記
によらず、個別債権毎に予想損失額を算定し引当

危険債権

破産更生
債権等
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(1) アジア向け貸出金【単体】 

(2) 中南米主要諸国向け貸出金【単体】 

7. 国別貸出状況等 

8. 業種別貸出状況等 

業種別貸出金【単体】 (1) 

該当ありません 

該当ありません 

（百万円） 

製 造 業 738,002 △ 9,757 747,759

農 業 ・ 林 業 4,042 △ 136 4,178

漁 業 538 58 480

鉱業・採石業・砂利採取業 556 19 537

建 設 業 145,980 △ 8,230 154,210

電気・ガス・熱供給・水道業 118,333 5,855 112,478

情 報 通 信 業 35,319 △ 1,312 36,631

運 輸 業 ・ 郵 便 業 248,475 8,901 239,574

卸 売 業 ・ 小 売 業 504,204 △ 7,189 511,393

金 融 業 ・ 保 険 業 326,787 △ 4,001 330,788

不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業 794,394 19,413 774,981

各 種 サ ー ビ ス 業 343,097 3,821 339,276

地 方 公 共 団 体 513,165 37,254 475,911

そ の 他 (注) 1,377,104 3,168 1,373,936

国 内 店 分

（除く特別国際金融取引勘定）

27年9月末

5,150,009 47,864 5,102,145

27年3月末
27年3月末比

その他には、以下の貸出金を含んでおります。 （注） 

個 人 向 け 1,003,332 9,112 994,220

船 舶 貸 渡 業 （ 非 居 住 者 ） 334,785 △ 11,169 345,954

27年9月末 27年3月末
27年3月末比

・船舶貸渡業（非居住者）とは国内船舶貸渡業者の海外子会社等です。 

・船舶貸渡業（国内及び非居住者）や造船業等を含む船舶関連貸出金の27年9月末残高は508,356百万円 

 （27年3月末比4,295百万円）です。 
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業種別リスク管理債権【単体】 (3) 

（百万円） 

製 造 業 12,593 △ 474 13,067

農 業 ・ 林 業 78 △ 4 82

漁 業 15 △ 1 16

鉱業・採石業・砂利採取業 66 △ 6 72

建 設 業 9,146 99 9,047

電気・ガス・熱供給・水道業 - - -

情 報 通 信 業 214 △ 16 230

運 輸 業 ・ 郵 便 業 3,337 △ 1,505 4,842

卸 売 業 ・ 小 売 業 9,303 1,973 7,330

金 融 業 ・ 保 険 業 1,161 125 1,036

不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業 29,195 △ 967 30,162

各 種 サ ー ビ ス 業 7,750 △ 1,687 9,437

地 方 公 共 団 体 - - -

そ の 他 18,995 △ 1,557 20,552

27年3月末
27年3月末比

91,858 △ 4,020 95,878
国 内 店 分

（除く特別国際金融取引勘定）

27年9月末

地元向け業種別貸出金の地域別内訳【単体】 (2) 

（億円）

製 造 業 4,193 436 210 469

農 業 ・ 林 業 28 8 3 0

漁 業 5 0 - 0

鉱業・採石業・砂利採取業 3 0 3 -

建 設 業 993 184 144 52

電気・ガス・熱供給・水道業 946 5 9 32

情 報 通 信 業 261 21 3 1

運 輸 業 ・ 郵 便 業 1,052 75 84 760

卸 売 業 ・ 小 売 業 3,389 405 307 274

金 融 業 ・ 保 険 業 2,234 25 2 14

不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業 4,751 637 272 206

各 種 サ ー ビ ス 業 2,491 273 187 172

地 方 公 共 団 体 4,949 108 39 -

そ の 他 10,161 688 478 2,196

愛媛県

35,456

山口県

1,741 4,176合 計 2,865

岡山県広島県
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1. 預金等の状況 

Ⅲ 預金等及び個人預り資産の状況 

〇 預金等残高の地域別内訳【単体】 

（億円）

52,964 327 52,637

44,225 456 43,769

4,070 △ 16 4,086

3,029 95 2,934

1,041 △ 169 1,210

599 △ 39 638

27年3月末
27年3月末比

27年9月末

投 資 信 託

外 債 ･ 仕 組 債 等

保 険

個 人 預 金

個 人 預 り 資 産 残 高

公 共 債 （ 国 債 等 ）

2. 個人預り資産の状況 

(1) 個人預り資産残高【単体】 

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。 

（億円）

59,316 3,155 56,161

3,000 171 2,829

1,971 53 1,918

2,021 220 1,801

2,050 222 1,828

68,358 3,821 64,537

26年度中間期
26年度中間期比

27年度中間期

広 島 県

（平　残）

合 計

岡 山 県

山 口 県

愛 媛 県

そ の 他 の 地 域

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。 

（億円）

58,967 △ 208 59,175

3,028 113 2,915

1,990 10 1,980

2,051 117 1,934

1,899 △ 132 2,031

67,935 △ 100 68,035

27年3月末
27年3月末比

27年9月末

広 島 県

（末　残）

合 計

岡 山 県

山 口 県

愛 媛 県

そ の 他 の 地 域



（億円）

2,242 1 2,241

1,831 2 1,829

178 - 178

145 5 140

54 △ 7 61

34 1 33外 債 ･ 仕 組 債 等

【岡　山　県】

個 人 預 金

公 共 債 （ 国 債 等 ）

27年9月末 27年3月末
27年3月末比

個 人 預 り 資 産 残 高

投 資 信 託

保 険

（億円）

1,651 △ 4 1,655

1,372 5 1,367

128 △ 1 129

92 1 91

41 △ 9 50

18 - 18外 債 ･ 仕 組 債 等

【山　口　県】

個 人 預 金

公 共 債 （ 国 債 等 ）

27年9月末 27年3月末
27年3月末比

個 人 預 り 資 産 残 高

投 資 信 託

保 険

（億円）

792 △ 9 801

641 △ 5 646

76 △ 1 77

46 3 43

21 △ 6 27

8 - 8外 債 ･ 仕 組 債 等

【愛　媛　県】

個 人 預 金

公 共 債 （ 国 債 等 ）

27年9月末 27年3月末
27年3月末比

個 人 預 り 資 産 残 高

投 資 信 託

保 険

14 

（億円）

47,834 343 47,491

39,994 457 39,537

3,673 △ 15 3,688

2,731 86 2,645

915 △ 145 1,060

521 △ 40 561外 債 ･ 仕 組 債 等

【広　島　県】

個 人 預 金

公 共 債 （ 国 債 等 ）

27年9月末 27年3月末
27年3月末比

個 人 預 り 資 産 残 高

投 資 信 託

保 険

(2) 地元における個人預り資産残高の地域別内訳【単体】 
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